
はじめに

近年ダウェーの名を聞くことが増えてきた

が，メコン地域におけるダウェー開発の重要

性は以前から度々議論されてきた．GMS経

済回廊の１つである南部経済回廊の西岸の積

み出し港としての位置づけや１，タイ・バン

コクを中心とした産業集積との連結性，ある

いは重化学工業を中心とした産業立地の受け

皿としての役割が期待されてきた．当初タイ

企業による開発が進められていたが，初期費

用1兆円規模と言われる巨大プロジェクトで

あることもあり資金調達面の問題が発生し，

ミャンマー，タイ両政府による特別目的事業

体（SPV）が形成された．しかし日本の関

与が不可欠であるということから，2015年

７月に日本，ミャンマー，タイ各政府による

ダウェー SEZ事業への意図表明覚書（MoI）

の署名がおこなわれ，事実上日本の参画がお

こなわれる方向となった．

ダウェー SEZ開発は，現在日本政府・企

業主導で進められているヤンゴン郊外のティ

ラワ工業団地の約10倍の規模である．完成

すれば東南アジア最大級になるという規模の

面と共に，道路，深海港などの大型インフラ

整備が同時に進行しなければ本来の SEZが

機能せず本格的な産業立地がおこなわれない

という問題を抱えている．また当初の開発計

画案については技術面などの問題点が多数存

在することが指摘されている．また企業誘致

をおこないながら既存のインフラの順次拡張

をおこなう一般的な工業地域開発のケースに

当てはまらないため，予想されている巨額の

資金投入については日本側においても本格的

な参画に躊躇する向きがある．

ミャンマー経済特区法（2012年）でダウ

ェーはティラワ，チャオピューと並ぶ SEZ

に指定された．そのためダウェーにおいては

SEZの造成，整地とタイ国境まで続く道路

の整備が優先的におこなわれている．深海港

や周辺インフラが整備され，当初の目標とさ

れる30万人規模の SEZとなるのは数十年か

かるとも言われている．こうしたASEAN

で初めてのケースと思われる超長期の工業団

地整備について，現状と課題を整理してみた

い．

１．ダウェー開発の経緯について

ダウェー開発は200８年５月にミャンマー

政府，タイ政府で基本合意がなされた後，タ

イのゼネコン，デベロッパーであるイタリア

ンタイデベロップメント社（以下 ITD社と

表記）がミャンマー省庁よりダウェー SEZ

地域を総合開発する事業権を取得し開発が始

められた．しかしながら巨大プロジェクトで
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あるが故に，ITD社による単独の事業継続

は資金面などの理由で困難となり，

2012年７月ミャンマー政府，タイ政府２

国間の国家プロジェクトとする合意がなされ

た．2013年６月両国間ではダウェーに関する

特別目的事業体（Special Purpose Vehicle：

SPV）が設立され，将来的に第三国の投資

を受け入れる方向とされた．ダウェー開発へ

の日本の参加に関して特にタイ政府から強い

要請があり２，2015年７月に日本の参画を前

提とした政府レベルの意図表明覚書が交わさ

れた．但し現時点では SPVへの日本の出資

という形ではおこなわれていない．ITD社

の開発事業権については2010年締結の枠組

み合意が2013年11月に終了したことにより

消滅すべきものであるが，現実には SEZの

初期フェーズの造成工事などは ITD社コン

ソシアム３が請け負っている．

２．ダウェー SEZ開発の概要

ダウェー SEZ開発計画の調査報告につい

てはパシフィックコンサルタンツ［2013］が

詳しいが，ここでは開発が進行しているが，

ここでは開発が進行しているティラワ SEZ

と概要を比較してみたい．ダウェー SEZは

鉄鋼，石油化学といった業種の立地を前提と

していることから，港湾は20ｍ級の深海港

の建設が計画されているが，一方ティラワ

SEZでは９ｍにとどまる．総開発面積はダ

ウェー SEZは約２万 ha（居住，商業地域を

含む）の広大な用地を取得しており，これは

ティラワ SEZの８～９倍に相当する．ダウ

ェー SEZはタイへ越境するための道路の整

備の他，越境鉄道計画，あるいは発電能力の

大幅拡大による越境売電の計画も立案されて

いる．これらは壮大で極めて野心的な計画で

あるが，バンコクから350kmの距離でアン

ダマン海に面しているという地理的条件を生

かすため，本来タイ側主導でタイに裨益する

ことを目的としてきたプロジェクトであると

言うことができるだろう．

ダウェー SEZはタイの一企業が中心とな

って進めてきた巨大な開発計画であるが故に，

内容を再検討した際には問題点が多いと考え

られている．ITD社によるマスタープラン

年月日 事 項

２００８年５月１９日 ミャンマー，タイ政府間によるダウェー開発に関する了解覚書（MoU）締結

２００８年６月１２日 ミャンマー交通省，港湾局と ITD社との間で了解覚書締結

２０１０年１１月２日
ミャンマー交通省，港湾局と ITD社による，ダウェー深海港，工業団地，道路，タイとの鉄道接続に関する枠組
み合意書に調印

２０１２年７月２３日 ミャンマー，タイ政府間によるダウェー開発に関する了解覚書締結

２０１３年５月２３日 タイ・インラック首相（当時）来日，日本によるダウェー開発参画を要請

２０１３年６月１７日 ミャンマー，タイ政府間によるダウェーに関する特別目的事業体（SPV）の設立

２０１３年７月３０日 タイ・ロジャナ工業団地,ダウェー開発について ITD 社と合弁事業をおこなうことを表明

２０１３年１１月２１日 ITD 社が２０１０年枠組み合意書の終了に合意

２０１４年８月１５日 ダウェー SEZ管理委員会による初期フェーズの入札文書公開

２０１５年７月４日 日本，ミャンマー，タイ各政府によるダウェー SEZ事業への意図表明覚書（MoI）の署名

２０１５年８月５日 初期フェーズの工事を ITD社コンソシアムが受注

図表１ ダウェー開発に関する主な時系列な流れ

（出所）ITD 社資料などを元に筆者作成
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ダウェー SEZ ティラワ SEZ

位 置
ヤンゴンから南へ約６００km
タイ・バンコクから西へ３５０km

ヤンゴン市内から南へ２３ｋｍ

開 発 主 体
Dawei SEZ Deve lopment Co (DSEZ)-SPV
ミャンマー政府５０%，タイ政府５０%

Myanmar Japan Th i lawa Deve lopment Ltd .
日本側４９％，ミャンマー側５１％＊１

開 発 面 積
総開発面積２０，４００ha
先行開発面積２，７００ha

総開発面積２，４００ha
先行開発第１－２期合計３９６ha

電 力
２５０MWガス複合サイクル発電
４００MW石炭火力発電（計画）
送配電は６６kV～２６４kV（計画）

５０MW火力発電
３３kV配電，２３０kV送電

港 湾
ダウェー新港（海港）水深２０ｍ（計画），現状 small port
のみ＊２

ティラワ港（河川港）
２バース・１ヤード，水深９ｍ

アクセス道路 ダウェー SEZ～ティキ（国境）１３８km，片側２車線整備
ティラワ SEZ～ヤンゴン（橋）９km
片側２車線整備

そ の 他

タイとの間の鉄道整備計画
ＬＮＧ貯蔵・再気化ターミナル整備
居住地区整備（一部完成）
タイへの売電を想定し４，３００MWまで発電能力を拡大（計画）
貯水池整備（一部完成）
ローランドベルガー（Roland Berger）（ドイツ）がコ
ンサルタント契約

インフラ整備は主に円借款
ガスパイプライン敷設予定

図表２ ダウェー SEZ とティラワ SEZ の概要比較

＊１ 日本側出資49％うち JICA10％，民間（三菱商事，丸紅，住友商事など）39％．
＊２ 現状水深７ｍ長さ100ｍ400TEU 相当の桟橋が完成しているが，今後の工事計画は明かではない．
（資料）ITD 社資料，パシフィックコンサルタンツ［2013］などから筆者作成．

図表３ ダウェー SEZ レイアウト図
（出所）METI and Pacific Consultants［2015］
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を精査したパシフィックコンサルタンツ

［2013］によると，以下の様な点を指摘して

いる．まず港湾については，深海港を維持す

るための維持浚渫や砂浜浸食対策に相当コス

トをかける必要がある地理的条件であり，か

つ港湾の設計を大きく変える必要がある．電

力については，需要面を過大に見積もり過ぎ

ており，石炭火力発電を中心にすることはミ

ャンマー政府から否定的な見方をされる可能

性がある４，また電力料金がヤンゴン周辺よ

り大幅に割高な設定になる可能性がある．環

境社会配慮の点からは，4000世帯とされる

住民移転にともなう補償交渉や農民の生活再

建（農地の手当）の面，少数民族（ここでは

カレン族）問題，などとの関連からの対応が

必要である．また，筆者が立ち会ったタニン

ダリー管区政府幹部による産業，インフラに

関するプレゼンテーションの中にはダウェー

SEZへの言及はなく，地元の地方政府であ

るにも関わらず，地域の最大の開発案件であ

るダウェー SEZプロジェクトに積極的に関

与しているという印象を得ることはできなか

った．

３．ダウェー SEZ－バンコクの

越境道路整備とサプライチェーン構築

ダウェー SEZから，タイとの国境である

ティキ＝プーナムロン国境まで約140kmで

ある．海側から上りの山岳道路でカーブも多

く，片側２車線で整備される予定であるが完

成後も大型車の走行速度は限定される模様で

ある．現状ミャンマー区間は未舗装であり，

一般車の通行はおこなわれていない５．タイ

区間においては一般道である県道3512号線

（アセアンハイウェイAH123）を経由して

バンコクまで約200kmであり，全区間で舗

装道である．タイ区間は将来高速道路化する

計画であるとされている．ミャンマー区間が

図表４ ダウェー SEZ－タイ国境の越境道路（ミャンマー区間）
（注）距離：ダウェー SEZ（入口）←→Myitta間：51km，Myitta←→ティキ＝プーナムロン国境間：８7km 計13８km．

（出所）各種資料から筆者作成．
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舗装化された段階で，ダウェー SEZとバン

コクの所要時間は７時間以下になると予測さ

れる．

現状のティキ＝プーナムロンの国境貿易は

限定的で，タイからミャンマーへは日用品，

ビール，ディーゼル油，ガソリンなどが輸出

され，ミャンマーからはアンチモン鉱，牛な

どが輸出されておりタイ側が７倍の出超とな

っている．但し，タイ・カンチャナブリ県と

して見た場合には，ミャンマーとの間に天然

ガスパイプラインが敷設されており，ミャン

マーの天然ガス輸出額は約1100億バーツ（約

3700億円）（2014年）にのぼっている６．

タイ・プラス・ワンの候補地としては，ラオ

ス・サワナケットがバンコクから約600km，

カンボジア・ポイペトが260km，同じくコ

ッコンが約450kmとなっているが，いずれ

も標高差の小さい平地に近く，ダウェーのよ

うに山岳道路を通る必要がないという利点が

ある．しかしバンコクを基点としたサプライ

チェーンの構築という点からは，ダウェー

SEZは十分可能な位置関係にあると言える

だろう．

４．ダウェー SEZの今後の課題

前述のように，本来ダウェー SEZにはメ

コン地域西岸からの積み出し港を整備するこ

と，重化学工業の一大集積地にすることなど

が主に期待されていたと理解している．しか

しながら，ダウェー SEZで現状おこなわれ

ている工事は，軽工業を主体とした業種の企

業が入居するエリアの造成と道路整備であり，

深海港などの本格的整備は後送りにされてい

図表５ ダウェー空港
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る．ITD社によれば2016年３月時点で，企

業約８0社の入居意向表明がされているとの

ことであるが，その業種は縫製業，家具製造

などであることを明かしている．軽工業製造

業の入居が呼び水になる可能性があること，

ミャンマー政府から雇用の創出を優先するこ

とを要請されたことも背景にあると思われる．

しかしダウェー SEZは大型投資プロジェク

トであることから，こうした小規模な企業誘

致が続いても採算が合うとは考えられない．

さらに SEZに関わる住民補償については，

スーチー氏率いるNLD（国民民主連盟）新

政権に再度問題視される可能性がある．現状

SPVを形成しているミャンマー，タイ両政

府がどのような計画を持っているのか，新た

に参画表明した日本がどのような方針で臨む

かが重要であろう．現在日本はミャンマーに

おいてはすでにティラワ SEZ開発を進めて

おり，ダウェー SEZと２つの計画をどのよ

うにバランスを取ってゆくかが注目される．
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注）

１ インド・チェンナイとのアクセスでは，

マラッカ海峡を経由するタイ・レムチャバ

ン港からは4，590kmであるのに対してミ

ャンマー・ダウェー港からは2，250kmと

大幅短縮になるメリットがある．

２ ダウェー開発にはタクシン元首相が深く

関わったと言われており，ITD社が独占

開発事業権を得たのもそうした背景があっ

たとされる．タクシン氏実妹のインラック

前首相は来日時に日本政府のダウェー参画

を訴えている．

３ 出資者となったロジャナ工業団地はタイ

・アユタヤの工業団地であり，2011年の

タイ大洪水で多くの入居企業が被害を受け

た地域であることからダウェーへの投資は

こうしたことも関連があると見られている．

４ NLDを中心とするミャンマー新政権は，

よりその傾向が強くなると考えられている．

５ ティキ＝プーナムロン国境からミッタま

では少数民族カレン族の支配地域であるた

め，ミャンマー中央政府との権力の二重構

造が生じているとされている．

６ 盤谷日本人商工会議所所報2016年１月

号．
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